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現代日本社会において、いわゆる過労死が社会問題となって久しく、これに関する裁判例も多数集積されてきています。過労

死の事案については、これまで安全配慮義務違反として使用者、すなわち会社の責任が問われることはしばしば見られました

が、会社法第 429 条 1 項に基づく責任、すなわち、役員等個人の第三者に対する損害賠償責任を認めた裁判例は、小規模

の会社で、代表取締役が従業員等を直接管理 ・監督できる立場にあった事案がいくつかあったのみでした。

しかし、今回ご紹介する裁判例が出されたことにより、過労死の問題は、役員個人に対する責任追及という新たな局面を迎え

ようとしていると考えられます。
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昨今、東証一部に上場している大企業に勤務する社員が急性左心機能不全により死亡した事案について、長時間労働によ

る過労死として、会社の安全配慮義務違反を認めたのみならず、社長等役員個人の会社法 429 条 1 項に基づく責任及び不

法行為責任 （損害賠償額約 7800 万円）を認めた裁判例 （京都地裁平成 22 年 5 月 25 日判決、大阪高裁平成 23 年 5 月

25 日判決 （上告中））が出されました。

上記裁判例における被告会社は、全国 600 店以上の店舗を展開し、飲食店経営を業とする東証一部上場の大企業であり、

役員が直接死亡した従業員の労働時間管理を行っていない事案でした。また、被告会社では、１か月の特別延長時間の上

限を 100 時間とする 36 協定を締結し、労働基準監督署に提出していましたが、違法 ・不当等の指摘や、変更などの助言指

導を受けたことはありませんでした。

過労死と会社及び役員個人の責任

東証一部上場の大企業で役員個人の責任が認められた裁判例
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Ⅱ.東証一部上場の大企業で役員個人の責任が認められた裁判例
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従業員の過労死に基づく役員個人の責任を認めた注目裁判例

本ニューズレターは、 具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、 一般的な情報提供を目的とするものです。 本ニューズレター

に関するお問い合わせは、 下記にお願いいたします。
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上記裁判例は、東証一部上場の大企業で、直接労働者を管理 ・監督していなかった社長を含む役員個人の責任を認めた

点で、今までにない注目すべき裁判例です。また、労働基準法等の行政法令を守っていさえすれば、安全配慮義務違反

にならないわけではなく、過労死について因果関係の有無を判断するにあたり、労災認定にかかる通達も重視される、とい

う判断を示した点でも重要な裁判例です。 

なお、上記裁判例は、現在上告中であり、最高裁の判断が注目されます。しかしながら、労働者の安全に対する配慮意識

の高まりにかんがみれば、会社の役員は、今後、従業員の労務管理について、行政法令を遵守する以上の注意を払って

業務執行に当たることが必要であるといえるでしょう。

Ⅱの裁判例のポイントⅢ　

執筆･セミナー担当弁護士

セミナーへのお申し込みは

セミナー内容

『従業員の長時間労働･過労死に基づく会社役員･管理職の責任』

当セミナーでは、本ニューズレターで取り上げた裁判例を踏まえ、会社として、取締役として、従業員の労務管理に関し、今後どのような
対応を取っていくべきかについてご説明いたします。

～東証一部上場企業で社長も含む役員にも個人責任が認められた高裁判例を踏まえて～

1.　役員、管理職が知っておくべき安全配慮義務の内容

2.　安全配慮義務違反にかかる取締役の責任 （会社法 429 条 1 項、不法行為責任）

3.　36 協定に関する基本的理解

4.　厚生労働省による脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準

5.　ニューズレターで取り上げた裁判例の具体的な事実関係紹介

6.　役員、管理職が押さえておくべき裁判例のポイント

7.　裁判例を踏まえた今後の対応策

8.　当事務所の取り組み
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しかしながら、判決においては、被告会社の 36 協定が、厚生労働省により労災認定の指針として定められているいわゆる

過労死ラインの労働時間を逸脱している点を厳しく非難した上、従業員の生命、健康を損なうことがないよう配慮すべき義務

を怠ったとして、会社のみならず役員等個人の責任が認められ、約 7800 万円という高額な損害賠償が命じられたのです。
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